（決算事務担当者用）
決算関係書類等のチェックリスト
社会福祉法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ⅰ　計算関係書類等
	
	作成済
	非該当
(省略)

	　１　法人全体
	
	

	（1-1）法人単位資金収支計算書（第一号第一様式）
（1-2）資金収支内訳表（第一号第二様式）
（2-1）法人単位事業活動計算書（第二号第一様式）
（2-2）事業活動内訳表（第二号第二様式）
（3-1）法人単位貸借対照表（第三号第一様式）
（3-2）貸借対照表内訳表（第三号第二様式）
（４）財産目録

	□
□
□
□
□
□
□
	□
□
□


	　２　事業区分
	
	

	（1-3）事業区分資金収支内訳表（第一号第三様式）
（2-3）事業区分事業活動内訳表（第二号第三様式）
（3-3）事業区分貸借対照表内訳表（第三号第三様式）

	□
□
□
	□
□
□

	　３　拠点区分
	
	

	（1-4）拠点区分資金収支計算書（第一号第四様式）
（2-4）拠点区分事業活動計算書（第二号第四様式）
（3-4）拠点区分貸借対照表（第三号第四様式）
【注】
・事業区分が社会福祉事業のみの法人の場合
　⇒（1-2）（2-2）（3-2）の作成を省略できる。
・拠点区分の数が一つの法人の場合
　⇒ (1-2)(1-3)(2-2)(2-3)(3-2)(3-3)の作成を省略できる。
・事業区分において拠点区分が一つの法人の場合
　⇒（1-3）（2-3）（3-3）の作成を省略できる。

	□
□
□
	


Ⅱ　附属明細書の作成状況
	
	作成済
	非該当
(省略)

	　１　法人全体で作成する附属明細書
	
	

	（１）借入金明細書
（２）寄附金収益明細書
（３）補助金事業等収益明細書
（４）事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書
（５）事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書
（６）基本金明細書
（７）国庫補助金等特別積立金明細書
【注】
・該当する事由がない明細書は作成を省略できる。

	□
□
□
□
□
□
□
	□
□
□
□
□
□
□

	　２　拠点区分で作成する附属明細書
	
	

	（１）基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書
（２）引当金明細書
（３）拠点区分資金収支明細書
（４）拠点区分事業活動明細書
（５）積立金・積立資産明細書
（６）サービス区分間繰入金明細書
（７）サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書
（８）就労支援事業別事業活動明細書
（８-２）就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用）
（９）就労支援事業製造原価明細書
（９-２）就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用）
（10）就労支援事業販管費明細書
（10-２）就労支援事業販管費明細書（多機能型事業所等用）
（11）就労支援事業明細書
（11-２）就労支援事業明細書（多機能型事業所等用）
（12）授産事業費用明細書
【注１】
・該当する事由がない附属明細書は作成を省略できる。
【注２】
・介護保険サービス及び障害福祉サービスを実施する拠点は（４）を作成し、（３）を省略できる
・子どものための教育・保育給付費、措置費による事業を実施する拠点は（３）を作成し、（４）を省略できる
・上記以外の事業を実施する拠点の場合は、（３）又は（４）のいずれか一方を省略できる
・サービス区分が１つの拠点区分の場合は（３）及び（４）のどちらも省略できる
・上記に従い（３）又は（４）を省略する場合には、拠点区分で記載する注記「（４）拠点が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分」にその旨記載する
【注３】
・サービス区分ごとに定める就労支援事業について、各就労支援事業の年間売上高が5,000万円以下であって、多種少額の生産活動を行う等の理由により、製造業務と販売業務に係る費用を区分することが困難な場合は次のとおり作成することができる。
　①（９）及び（10）に代えて（11）
　②（８－２）及び（10－２）に代えて（11－２）

	□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
	□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□


Ⅲ　注記の記載状況
	
	作成済
	非該当
(省略)

	　１　法人全体で記載するもの
	
	

	（１）継続事業の前提に関する注記
（２）重要な会計方針
（３）重要な会計方針の変更
（４）法人で採用する退職給付制度
（５）法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
（６）基本財産の増減の内容及び金額
（７）基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
（８）担保に供している資産
（９）固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要）
（10）債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高、当該債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要）
（11）満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
（12）関連当事者との取引の内容
（13）重要な偶発債務
（14）重要な後発事象
（15）その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
【注】
・（１）（３）（９）（10）以外の項目名は省略できない
・それ以外の項目は、該当がない場合は「該当なし」と記載

	□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
	□
□
□
□


	　２　拠点区分で記載するもの
	
	

	（１）重要な会計方針
（２）重要な会計方針の変更
（３）法人で採用する退職給付制度
（４）拠点が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
（５）基本財産の増減の内容及び金額
（６）基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
（７）担保に供している資産
（８）固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要）
（９）債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高、当該債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要）
（10）満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
（11）重要な後発事象
（12）その他社会福祉法人の資金収支及び純資産の増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
【注】
・拠点が一つの法人は法人全体と同一の内容となるため、拠点区分で記載する注記を省略できる。
・作成する場合（２）（８）（９）以外の項目名は省略できない。
・それ以外の項目は、該当がない場合は「該当なし」と記載

	□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
	□
□
□



別紙（財務諸表等の数値チェックリスト）
	財務諸表等
	該当科目等
	記載数値
	チェック内容

	【支払資金残高】

	資金収支計算書(前年度)
	当期末支払資金残高
	
	①
	①＝②

	資金収支計算書(当年度)
	前期末支払資金残高
	
	②
	

	
	当期末支払資金残高
	
	③
	

	貸借対照表
	流動資産（合計）
	
	④
	③＝Ａ－Ｂ

	
	(うち固定資産からの振替)
	
	⑤
	

	
	棚卸資産（貯蔵品を除く）
	
	⑥
	

	
	徴収不能引当金
	
	⑦
	

	
	④－⑤－⑥－⑦
	
	Ａ
	

	
	流動負債（合計）
	
	⑧
	

	
	(うち固定負債からの振替)
	
	⑨
	

	
	引当金（流動負債）
	
	⑩
	

	
	⑧－⑨－⑩
	
	Ｂ
	

	拠点区分資金収支計算書
	当期末支払資金残高
	
	Ｃ
	Ｃ≧０
拠点区分ごとに確認(※)

	【繰越活動増減差額】

	事業活動計算書(前年度)
	次期繰越活動増減差額
	
	⑪
	⑪＝⑫

	事業活動計算書(当年度)
	前期繰越活動増減差額
	
	⑫
	

	
	次期繰越活動増減差額
	
	⑬
	⑬＝⑭

	貸借対照表
	次期繰越活動増減差額
	
	⑭
	

	【資産・負債】（拠点区分は確認不要）

	貸借対照表
	資産の部合計
	
	⑮
	⑮＝⑱
⑯＝⑲
⑰＝⑳


	
	負債の部合計
	
	⑯
	

	
	純資産の部合計
	
	⑰
	

	財産目録
	資産合計
	
	⑱
	

	
	負債合計
	
	⑲
	

	
	差引純資産
	
	⑳
	

	【現金預金】

	貸借対照表
	現金預金
	
	㉑
	㉑＝㉒＋㉓

	現金出納簿、小口現金出納簿
	期末残高（帳簿数　　冊）
	
	㉒
	（※）

	残高証明書
	記載金額（口座数　　口座）
	
	㉓
	


　※㉑＝㉒＋㉓　にならない理由を記載
